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・ CFOの⽮野でございます。
・ 本⽇は、「2022年度通期決算報告」資料の⽬次の⼀つ⽬である、「2022年度通期業績と2023年度計画」の内容

について、ご説明させていただきます。
・ ⼆つ⽬の「中⻑期成⻑戦略の進捗」の詳細につきましては、明⽇開催予定の決算説明会で、CEO及びCOOからご説

明させて頂きます。
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・ まず、2022年度の業績ですが、売上収益および各段階の利益全てで過去最⾼を更新しました。
・ ⽶国を中⼼に海外事業が好調を維持したことから、海外事業が既存事業コア営業利益に占める割合は、国内即席め

ん・国内⾮即席めん・海外の３事業合計の46%まで拡⼤しています。
・ ここには、円安に伴う為替影響約41億円も含まれていますが、現中計の最終年度である2030年の⽬標、45％を超

える⽔準です。
・ 国内事業においても、資材価格やエネルギーコストの⾼騰を主因に苦戦する国内即席めん事業を、ピルクルシリーズが

好調な⽇清ヨークや湖池屋の増益が国内事業を下⽀えするかたちとなりました。
・ 新規事業については、完全メシの売れ⾏きが好調に推移し、年間⽬標の30億円を達成、発売から約1年で1,000万

⾷に到達する⾒通しです。
・ 2023年度は、既存事業コア営業利益で前年⽐6.4％の増益となる640億円、売上収益は7,000億円突破を⾒込

んでいます。国内事業で5%、海外事業で10%超の増益計画とさせていただきました。
・ 第３四半期の決算説明会で発表したとおり、国内即席めん事業では、エネルギー価格や原材料コストの上昇をカバー

すべく、2023年6⽉に価格改定を実施致します。価格改定後も、相対的に安価である即席めんの需要は継続すると
みており、トップブランドとして即席めん市場全体の数量の維持・拡⼤に努めてまいります。

・ 海外事業については、明⽇、CEOのパートで詳しくご説明しますが、主に⽶国で第3⼯場設⽴を検討するなど持続的
成⻑に向けた基盤整備に⼒点を置く１年とします。

・ 最後に、資本政策です。
・ 2023年度の年間配当は前年⽐20円増配し、160円を予想しており、増配は4年連続となり、2019年度の110円

から4年で50円、45％増配することになります。引き続き、安定的な株主還元の拡充を⽬指していきます。
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・ まず、左側の2022年度実績です。
・ 売上収益は、⽶国を中⼼とした海外事業が全体を牽引し、過去最⾼となる6,692億円、前期⽐プラス17.5％、995

億円の増収となりました。
・ 既存事業コア営業利益は、コスト上昇による減益圧⼒を、価格改定や⾼付加価値商品の売上増加などによりカバー

し、602億円、前期⽐プラス21.5％、106億円の増益となりました。
・ 海外の利益には円安に伴う為替影響が41億円含まれておりますが、これを除いた 「為替⼀定ベース」 でも、13.1％

の成⻑となっています。
・ 既存事業コア営業利益につきましては、2021年5⽉に公表した中⻑期成⻑戦略の中で 「Mid-single Digitでの持

続的な利益成⻑」 を掲げておりましたが、昨年度の16.3％に続き、計画を⼤きく上回る2桁での成⻑を継続することが
できました。

・ 営業利益は、新規事業に関する先⾏投資分を控除したものですが、新規事業⽴ち上げ前であった2020年度の555
億円を超える⽔準となっています。

・ 当期利益は、⽶国⽇清において、利益計上が順調に進む⾒込みがたったことから、税効果会計適⽤等に伴う44億円
相当の持ち上げ要因があったこともあり、前期⽐プラス26.4%と⼤幅な増益となりましたが、この要因を除いたベースで
も前年⽐プラス14％程度の増益着地となり、業績修正後予想380億円を⼤幅に上回る⽔準となりました。

・ なお、⽶国における税効果会計適⽤等に伴う44億円相当の持ち上げ要因については、⾦額も⼤きいので、若⼲テクニ
カルな話になりますが、簡単にご説明させて頂きます。

 ⽶国⽇清には、税務上の 「繰越⽋損⾦（NOL＝過去の⾚字の累計」 および有税で減損を⾏った際などに⽣じる 「
⼀時差異」 が存在していました。

 本来であれば、この⾦額は（翌期以降の）課税所得と相殺され、法⼈税等を減少させる効果がありますが、⽶国⽇
清が⾚字体質であったため、従来、このメリットを⼗分享受できていませんでした。

 これに対し、22年度決算で⼤きな⾦額の⿊字を計上することができ、更に、23年度以降も⿊字計上の確度が⾼まっ
たことから、監査法⼈と協議の結果、22年度決算において、2つの背景から、税⾦が本来の⾦額よりも合計で44億円
相当少なく計上されています。

① 1つ⽬は、22年度に計上した⿊字に対しては、繰越決損⾦の⼀部と相殺され、税⾦の⽀払いが不要であったこと
② 2つ⽬は、23年度以降の⿊字を勘案し、繰越⽋損⾦の残額と⼀時差異に対する税⾦相当額を 「繰延税⾦資産」

の形で⼀括して計上したこと
 これらは、いずれも、会計上の税⾦を本来の⾦額よりも減らす⽅向に働きます。
 これにより、⽶国⽇清は、過去の繰越⽋損⾦と⼀時差異を全て費消し、23年度以降は、計上される毎期の利益に対

し、通常の税負担率（20〜25％の税負担率を想定）を⽤いて税⾦が計上されることになります。
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・ こちらのページは2022年度の既存事業コア営業利益の増減要因を分析したもので、細⽬は「為替⼀定ベース」で表
⽰しておりますので、「決算補⾜資料」の10ページと同じ内容になります。

・ 左から2番⽬のピンクのバーでお⽰ししている売上収益の増加要因が、3番⽬のグレーのバーのコスト増加要因を上回っ
たことを主因に増益着地となりました。

・ 国内事業・海外事業で分けて分析しますと、ご覧の通り、海外事業は売上増加要因がコスト増加要因を⼤幅に上回
り、増益要因となった⼀⽅、国内事業は売上増加要因が、資材・エネルギーを中⼼とするコスト増加要因を若⼲下回
っており、課題を残しました。

・ また、直接的な為替影響は、円安の進⾏に伴いプラス⽅向で41億円なりましたが、国内の資材コスト上昇要因に為
替要因が内包されておりますので、為替感応度といった観点ではニュートラルに近いレベルかと考えています。
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・ こちらはセグメント別の決算サマリーです。
・ 売上収益については、価格改定効果も加わり、3事業すべて増収となりました。⼀⽅、コア営業利益については、国内

即席めん事業はコスト増を主因に減益となりましたが、海外事業で⼤幅増益となり、連結ベースでは増益となりました。
・ 左から、まず、国内即席めん事業は、前期⽐4.8%の増収、12.5％の減益となりました。2022年6⽉に実施した価

格改定により、⽇清⾷品、明星⾷品ともに増収となった⼀⽅、利益⾯は、資材価格の⾼騰や円安影響によるコスト上
昇に伴い、減益となりました。

・ 次に、真ん中の国内⾮即席めん事業ですが、好調な⾼付加価値商品や価格改定により冷凍・ヨーク・ぼんち・湖池屋
で増収となったことに加え、⽇清ヨークの「ピルクルミラクルケア」の販売が⼤きく寄与し、全体で＋5.2%の増益、国内事
業全体を下⽀えしました。

・ 海外事業は、特に⽶州地域セグメントが海外事業全体を牽引し、全ての地域で増収・増益となりました。海外事業に
ついては、次ページ以降でもう少し詳しくご説明いたします。
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・ こちらはセグメント別売上収益実績のブレークダウンです。
・ なお、各事業の売上収益の増減率、およびコア営業利益の増減の状況などのより詳細な情報につきましては、33ペー

ジ以降に 「事業の状況」 としてまとめて掲⽰しておりますので、そちらもご参考として頂ければと思います。
・ 全てのセグメントで増収となっていますが、⼤きく伸⻑しているのが、海外事業です。
・ 特に⽶州は60%と⼤幅な増収となっていますが、全地域でフタ桁の増収を達成し、海外事業全体で前期⽐44％の

増収となりました。
・ 海外が好調な要因としては、価格改定後も強い需要が続いていることに加え、例えば⽶国では単価の⾼いプレミアム商

品群が好調であるなど、⾼付加価値商品の販売が好調に推移していることなどによるものです。
・ また、EMEA地域も即席めん市場の成⻑が著しく、50％を超える成⻑となっており、為替⼀定ベースでは海外全地域

の中で最も⾼い伸び率となっています。
・ なお、右側に、グレーで 「為替⼀定ベース」 の数字も掲⽰させて頂いていますが、ご覧のとおり、海外部⾨の利益の円

安による為替影響を控除したベースでも、「既存事業計」 および 「連結計」 いずれも前期⽐で⼤幅な増収を達成して
おります。

・ 国内即席めん事業は、4.8％の増収となりました。
・ ⽇清⾷品は、22年6⽉に価格改定を実施しましたが、数量は年間ベースでほぼ横ばいを維持し、前期⽐4.5％の増

収となりました。
・ 国内⾮即席めん事業は、冷凍・飲料・菓⼦事業の増収により、前期⽐7.3％の増収となりました。特に⽇清ヨークにお

いては、新製品「ピルクルミラクルケア」の販売が好調で、前期⽐27%の⼤幅な増収となりました。
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・ セグメント別コア営業利益の実績です。
・ 連結全体としては、国内事業の減益を海外事業がカバーするかたちで、既存事業合計で前期⽐106億円、21.5％

増益の602億円となりました。
・ 引き続き海外事業が好調で、前期⽐＋118.6％と⾮常に⾼い⽔準での成⻑が続いています。特に、⽶国⽇清では、

昨年8⽉に平均36%の価格改定実施後も、数量を落とすことなく、価格改定効果が際⽴つ状況となっています。
・ また、⽶国⽇清は、第２四半期以降に⿊字に転換しました。⿊字体質への定着を図ることにより、海外事業の柱に育

ててまいります。
・ EMEA地域についても、成⻑著しい即席めん市場の中で、当社は着実に事業を伸ばしておりますが、更に、プレミアフー

ズが持分法適⽤会社となった貢献もあり、⼤幅な増益となっております。
・ ⼀⽅、国内事業については資材・エネルギーコストの上昇に為替営業が加わり、昨年6⽉の即席めん事業の価格改定

で⼀部補完したものの、全体で前期⽐▲45億円、▲10.9％の減益着地となりました。
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・ 2023年度通期連結業績計画についてご説明いたします。
・ 2023年度は、売上収益7,100億円、既存事業コア営業利益で640億円、6.3%の増益計画となっており、この２

年間の既存事業コア営業利益成⻑率がCAGRで約20％であった後ではありますが、中⻑期成⻑政略で掲げたMid-
single Digitでの成⻑を堅持して⾏きます。

・ 当期利益は表⾯的には減益計画となりますが、4ページ⽬でご説明した、前年の⽶国⽇清での税効果会計適⽤等に
伴う44億円相当の持ち上げ要因を控除した実質ベースでは、増益計画となります。
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・ セグメント別の予想につきましては、全事業セグメントで2022年度⽐増収、コア営業利益については、中国地域を除く
全セグメントで増益計画としています。

・ 中国地域は、2022年度の第4四半期（2023年1-3⽉）に、⼈流が増加したゼロコロナ解除後の旧正⽉の期間が
含まれた関係で、中国・⾹港共に計画を⼤幅に上振れる⽔準で着地しました。2023年計画は若⼲の減益計画とな
っていますが、これは主に前期の発射台が想定以上に⾼くなってしまったことによるものであり、⾜元で何かネガティブな⾒
通しをもっているわけではありません。上期は景気に不透明感が残るものの、今後景気が回復してくれば沿岸部の⼤都
市に労働者も戻り、カップめん需要の増加につながるものと考えております。

・ 新規事業は2021年度と同様、既存事業コア営業利益の5から10%の⽔準でコントロールしつつ、将来の事業化に必
要な投資を⾏っていく計画です。

・ 2023年度の計画は、前年度決算に使⽤した為替レートと同⼀のレート、USドルでは135.47円で作成しております。
適⽤している各通貨のレートにつきましては、補⾜資料の8ページをご参照ください。
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・ こちらは、セグメント別の前⾴のコア営業利益の増減をチャートにしたものです。⽇清⾷品では、資材価格やエネルギー
価格⾼騰やプロダクトミックスの変化などの減益要因がありますが、2023年6⽉の価格改定を中⼼とした売上増により
吸収し、14億円の増益を計画しています。

・ ⽶州地域では主に⽶国におけるプレミアム商品群の増加による増益要因がある⼀⽅、持続的な成⻑に向けた拡販費
やマーケティング費⽤の投下もあり、13億円の増益計画としています。

・ EMEA地域の増益幅が15億円と⼤きくなっていますが、2022年度第２四半期より、プレミアフーズの持分法損益が
EMEAセグメントに計上されているため、2023年度の第１四半期分は純増要因となります。

・ スライドの真ん中に、2023年度の資材コスト計画の⾦額イメージを⽰しています。2023年度は2022年度の実績と⽐
較して、国内事業を中⼼に約170億円増加する計画です。

・ 国内事業では、パーム油などの資材の調達⼿続きを概ね半年前に⾏っていたことから、前年は、主に下期に資材価格
⾼騰と円安影響を強く受けて、⾦額が増加するかたちとなりました。

・ 今期については、⾼⽌まりしている資材価格の影響をフルに年間ベースで受けることから、引き続き、⼤幅なコスト増加
計画となっています。

・ コスト増の中⼼は円安・エネルギーコスト上昇の影響を強く受け続けている国内となりますが、国内のコスト増加は、主に
包材や具材、スープの原料などの副資材価格の上昇⾒通しによるものです。
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 政策保有株の縮減推移についてご説明します。
 2021年5⽉に2年程度で100億円を⽬途とした追加売却を実施していく⽅針を公表しておりましたが、ご覧の通り、こ

の2年間で114億円の売却を⾏い、超過達成しています。
 これに加え、前年の第1四半期に出資先である英国のプレミアフーズが当社の持分法適⽤会社となったこともあり、

2023年3⽉末時点の資本合計に占める⽐率は9.4%まで⼤幅に低下しています。
 ⼀定程度縮減が進んだことから、今後は、具体的な数値⽬標の設定はしないものの、社内で定めている基準に基づき

、縮減を継続していきます。
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 ご参考として、過去5年間のEBITDA及びキャッシュフローの推移を掲載しています。キャッシュについては、営業キャッシ
ュフローを基本的な調達原資に、成⻑戦略上の優先度に従って適切かつ効果的に使⽤する⽅針です。

 20ページに記載があるとおり、2023年度の設備投資は700億円を計画しておりますが、需要の拡⼤が⾒込めるマーケ
ットが多くあり、それに応えるため、主に国内外での成⻑投資に振り向けていきます。
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CEOの安藤宏基でございます。本⽇は当社の決算説明会にご参加いただき、ありがとうございます。

昨⽇、CFOの⽮野から説明がありました通り、2022年度の業績は、アフターコロナに移⾏する中、資材の⾼騰やロシア・ウクラ
イナ問題、為替の変動など様々な影響を受けながらも、増収増益を達成することができ、レジリエンスに富む当社のビジネスモ
デルを再認識することができました。当社は、⾃然災害の発⽣や戦争、テロ、飢餓、疫病など、世界情勢や環境の変化といっ
たあらゆる有事に対して、柔軟に対応することのできる体制を構築しております。また、TCFDやSDGsに関連して、ESGへの取
り組みについても積極的に対応を進めています。⼈的資本やカーボンプライスなどの問題にもポジティブに取り組んでいく⽅針で
す。

今後の課題としましては、カップヌードルのグローバルブランディングをはじめ、各国における価格改定など、全世界的にどう進めて
いくかということがあります。コストパフォーマンスやタイムパフォーマンスに優れた即席めんに対する需要は、今後もグローバルベー
スで拡⼤していくとみており、当社ビジネスの更なる成⻑を着実に進めていくとともに、価格改定については、消費者の皆さまにご
理解していただきたいと考えております。
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それでは、まず、中⻑期成⻑戦略で掲げております3つの成⻑戦略テーマに沿って、ご説明させていただきます。第1の成⻑戦
略テーマとなる「既存事業のキャッシュ創出⼒強化」については、海外事業の急成⻑に伴う利益ポートフォリオの変化について、
次に、「EARTH FOOD CHALLENGE 2030」では、環境戦略の進捗状況を中⼼にご説明させていただきます。最後に、
COOの安藤徳隆より、第3の成⻑戦略テーマである「新規事業の推進」の取り組みについて、ご説明いたします。
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第1の成⻑戦略テーマ「既存事業のキャッシュ創出⼒強化」では、海外事業を、成⻑ドライバーの中⼼と位置付けており、期待
を上回る成⻑を実現しています。これは、コロナ禍において、即席めんに対する需要がグローバルに拡⼤してきたことや、急速に
進むインフレ下において、その需要がさらに拡⼤し、しっかり定着してきたことがあると考えています。

当社製品は、資材コストが世界的に⾼騰する中、各国でしっかりと価格改定を⾏ってまいりましたが、強固なブランド⼒と物価
⾼騰下における相対的な値ごろ感により、価格改定後も数量を維持・増加させることに成功したものと評価しています。この結
果、3事業合算のコア営業利益に占める海外事業のコア営業利益の割合は46％となり、2030年のターゲットである45％を
既に超えております。この中には、為替の円安に伴う海外利益の増加分や、国内の資材・エネルギーコスト上昇に伴う⼀時的
な国内利益減少といった背景もありますが、為替動向に対してはほぼニュートラルな事業構成となっており、国内・海外の適切
なバランスを維持していきたいと考えています。

国内事業は全般的に円安やコスト⾼で苦戦を強いられていますが、国内即席めん事業では価格改定や⾼付加価値製品へ
の注⼒により、国内⾮即席めん事業は⽇清ヨークの躍進と湖池屋の利益成⻑により、2023年度はいずれも増益計画とする
など、全事業セグメントでの持続的な成⻑にこだわってまいります。

最重要KPIである「既存事業コア営業利益」の2020年度からの2年間での平均成⻑率は、約20％と中⻑期的なターゲット
であるMid-single Digit、すなわち1桁台半ばを⼤幅に上回る⽔準となっています。今後もグローバルなブランド価値向上と収
益基盤の強化に努めてまいります。
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ここでは、中⻑期成⻑戦略を⽀える主要な財務指標、4つのKPIについての現在位置をお⽰ししています。

まず、左上、効率性指標であるROEについては、中⻑期的に10％を⽬指すことを⽬標としています。ご覧の通り、2022年度
は、円安や⽶国事業での繰延税⾦資産計上といった持ち上げ要因もあり、10.7%と、⽬標である10％⽔準を確保していま
す。

次に、右上、安全性指標である、純有利⼦負債に対するEBITDAの倍率はマイナス圏となっており、財務健全性が際⽴つ状
況です。2倍以内という⽬線を念頭に、利益成⻑が期待できる設備投資案件やM&A案件などに即座に対応できる⼗分な余
⼒を有しているものと評価していますが、今後の中⻑期的な成⻑につながる有効な負債の活⽤⽅法を検討してまいります。

最後に、スライド下側は、株主還元です。当社は、安定的な株主還元を実現させる指標として、累進的配当を掲げています
が、2020年以降、４年連続で増配を⾏う計画としております。加えて、トピックス⾷品対⽐での相対TSR1倍以上を⽬標とし
て掲げておりますが、ご覧の通り、常に1倍を上回る状況を継続しています。
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こちらは、事業部⾨別のコア営業利益の推移について、お⽰ししています。昨⽇、CFOの⽮野から説明しました通りです。
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2023年度の設備投資計画について、ご説明いたします。

近年は年300億円前後の設備投資額となっておりましたが、即席めんへの需要がグローバルで拡⼤する中、⽣産能⼒の増強
は喫緊の課題と認識しております。2023年度は700億円の設備投資を計画しており、⽶州地域を中⼼とする海外事業に加
え、国内即席めん事業、ピルクルブランドが好調に推移している⽇清ヨークなど、国内外で⽐較的⼤型の設備投資を予定して
います。世界的に当社製品に対する需要は⾮常に旺盛なので、⽣産キャパシティというボトルネックを解消させ、供給制約によ
る機会損失を回避することにより、更なる成⻑軌道に乗せていきたいと考えております。

2023年度における、主な投資としては、昨年10⽉にご案内済の新関東⼯場の⽤地取得があります。また、強い需要が継続
している⽶国においても、新たに第三⼯場の建設を計画しています。地元政府との関係で、詳細をお話できる段階ではありま
せんが、2025年を⽬途に、既存の２⼯場とは別の地域において、新⼯場の建設を⽬指しております。
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最後に、各国の即席めんの需要動向について、ご説明いたします。

こちらのバブルチャートは、世界の即席めんの総需要をお⽰ししています。縦軸は、⼀⼈当たり喫⾷者数、横軸は各地域の⼈
⼝を⽰しています。バブルの⼤きさはこの掛け算で、総需要を⽰しており、円が⼤きいほど総需要が⼤きいことを⽰しています。

これをみると、インドを除くアジア地域、中国地域では、現時点では当社のシェアは⾼くないものの、⼀⼈当たり喫⾷者数が既に
多く、今後の所得増加に伴い⾼級化シフトが進む⾒込みであることから、当社が最も得意とするプレミアム商品の市場の拡⼤
が今後期待できると考えております。

EMEAやインドでは、⼀⼈当たり喫⾷者数がまだまだ⼩さく、即席めん市場の拡⼤が課題であり、潜在的需要の発掘に向けた
マーケティング活動が重要となっています。

⽶州地域、即ち⽶国・ブラジル・メキシコは、即席めんの需要拡⼤とプレミアム戦略の強化を同時並⾏で進めることが可能な市
場であり、⾜元の⽶国のように、更なる拡⼤を図っていきたいと考えております。

以上のように、当社は、グローバルに様々な地域で様々なステージのマーケットに分散して事業を展開していることが強みであり
、即席めんの世界的リーダーとして、今後も即席めんの発展・拡⼤に貢献しながら、当社の事業を拡⼤していきたいと考えてい
ます。
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こちらのスライドでは、中⻑期成⻑戦略の⼀つとして掲げている環境戦略 “EARTH FOOD CHALLENGE 2030” で掲げて
いる、2030年⽬標と進捗をお⽰ししています。

表下のCO2削減について、⾃社の排出は再エネ調達割合を増やすことで、事業成⻑がありつつも基準年である2018年の実
績を下回ることができました。スコープ３についても、持続可能なパーム油の割合が増えたことが寄与し、こちらも事業成⻑があ
りつつもダウントレンドとなっており、基準値近くまで削減しております。
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こちらは、⾃社の排出スコープ1とスコープ2の進捗になります。事業成⻑がありつつも、2020年から2022年と順調に削減を進
めております。特に、2022年は⼯場による再エネ導⼊が進み、基準値である2018年の41.6万トンCO2を下回り、39.9万ト
ンCO2で着地しました。
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こちらは、サプライチェーン上の排出、スコープ3の排出となります。カップヌードルを中⼼とした“バイオマスECOカップ”、“フタ⽌めプ
ラスチックの廃⽌”、”代替⾷技術の活⽤“、”RSPOパーム油の使⽤拡⼤“を中⼼にしつつ、他企業との共同輸送や、海洋プラ
スチックごみを再利⽤した“配送パレット”の導⼊などを実施しております。2022年は、特にRSPOパーム油が寄与し、⼤きくダウ
ントレンドで推移しています。
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こちらは、カーボンニュートラルの達成を⽬指した2030年⽬標の上⽅修正についてです。

当社は、2℃から1.5℃⽬標を意識した企業⽬標へ、削減⽬標を上⽅修正させていただきました。さらに、インターナルカーボン
プライシング制度を導⼊し、新⽬標の実現を加速させていきます。

⾃社の排出であるスコープ1と2は、2018年⽐マイナス30％から2020年⽐マイナス42％へ、サプライチェーン上の排出である
スコープ３については、2018年⽐マイナス15%から2020年⽐マイナス25％へ、いずれも上⽅修正いたします。
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安藤徳隆でございます。私からは、新規事業の進捗についてご説明させていただきます。

⾷にまつわる現代社会の問題点としまして、私たちは多くの健康問題に直⾯しています。⼀つはオーバーカロリーで、過体重また
は肥満により健康リスクが増⼤していると⾔われています。また、間違ったダイエット⽅法によって、カロリーや栄養素が不⾜する
隠れ栄養失調の問題や、シニアの⾷欲低下に伴う栄養摂取不⾜が原因の⼀つとされているフレイルの問題などもあげられます
。

私たちは、即席めんの事業で培った⽇清⾷品独⾃のフードテクノロジーを駆使することで、このような社会課題の解決を⽬指し
ていきたいと考えています。そこで、⾒た⽬やおいしさはそのままに、カロリーや塩分、糖質、脂質などをコントロールし、必要な栄
養素を整えた⾷事を実現するテクノロジーを開発しました。特徴としては、三つございます。⼀つ⽬は、33種類の栄養素を⼊れ
ると苦みやエグみを感じますが、私たちの持つ栄養素を内側に閉じ込める技術により、おいしく、かつ栄養もしっかり摂ることがで
きます。⼆つ⽬は、油分をカットする技術や⾷物繊維を強化し、カロリーをコントロールする技術により、最適なPFCバランスを整
えることができます。三つ⽬は、塩分の問題です。塩分についても、おいしさはそのままに、スマートミール基準の⾷塩相当量の基
準を満たした、１⾷あたり3.0g未満の塩分コントロールを可能にする減塩技術も確⽴しています。
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そういった最適化栄養のテクノロジーを使って開発したのが、こちらの「完全メシ」ブランドでございます。昨年の5⽉からテスト販売
を始めて、昨年の9⽉から全国販売をしています。特徴は、33種類の栄養素とおいしさの完全バランスの追求です。こちらのペ
ージに出ているのは、完全メシシリーズのカレーメシのビーフカレーですが、ビタミン、ミネラル、33種類の栄養素、全てがこのカレー
メシ1⾷で取れることになります。 しかも、1⾷でたんぱく質が20.9g、⾷物繊維もレタス2.5個分、11.2gがこのカレーメシ1⾷
に全て⼊っている、たんぱく質、炭⽔化物、脂質の三⼤栄養素のバランスを追求した夢のような⾷品です。
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こうしたコンセプトの完全メシブランドを、まずは、昨年5⽉30⽇から当社オンラインストアで販売を開始しました。左側から、ラ王
ブランドの豚⾟油そば、カレーメシ、スムージー2種類、グラノーラになります。この5品をテスト販売していましたが、昨年9⽉より、
全国発売しております。

今年の4⽉からは、ラインアップを拡⼤しました。⼀番左側は、U.F.O.ブランドから汁なし担々麺の完全メシバージョンを発売しま
したが、好調な売れ⾏きとなっています。その隣が、カレーメシのフレーバーバリエーションで、カレーメシのキーマカレーを発売しまし
た。スムージーシリーズも、ベリースムージーとキャラメルラテを発売しました。グラノーラも2品に増え、フルーツグラノーラと⼤⾖グラ
ノーラを展開しております。

28



完全メシシリーズは、⾮常に好評でございまして、販売1年で1000万⾷を突破しております。約3秒に1⾷売れているという計
算になりますが、おかげさまで、よく売れているよと流通からも評価をいただいております。さらに、健康は⾮常に⼤きな経営テーマ
になっておりますので、コンビニやスーパーから引き合いが強くなってきております。

EC事業でも、楽天市場でも総合ランキング1位を完全メシブランドで取っており、Amazonでもカテゴリーランキング1位を獲得
しております。当社オンラインストアにおける販売も好調で、5⼈に1⼈がリピーターとなるなど、⾼いリピート率となっております。
20%以上のリピート率ということですが、例えば、カレーメシや、昨年のヒット商品であるカップヌードルPROのオンラインストアでの
リピート率は10%とか12%ですから、それらと⽐較してもかなり⾼いリピート率となっております。もともとの⽇清ファンにとっても、
⾮常に価値の⾼い商品になっているのではないかと考えております。

また、22年度は、多数の賞を受賞しました。これだけの賞を全国発売3カ⽉で受賞することは異例なことでございまして、⾷によ
る健康ソリューションの注⽬度の⾼さを感じております。
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冷凍⾷品の完全メシブランドについても、当社オンラインストアで昨年の9⽉より販売を開始しました。徐々にメニューを拡充し、
現在9種類の商品を展開しています。左上から、かつ丼、⽜丼、カレーライス、オムライス、チキンドリア、下段にいきまして、スパ
ゲティのボロネーゼ、汁なし担々麺、スパゲティナポリタン、たらこパスタになります。

主な特徴としまして、どのメニューを⾷べてもカロリー500キロ前後と⾮常にヘルシーかつ味はインパクトがあって満⾜の⾼いものな
っております。どれを⾷べてもたんぱく質は20g以上（たらこパスタは除きます）、⾷物繊維も6g以上摂取することが可能です。
また、⾷塩相当量は1⾷3g未満で、減塩の設計となっております。

冷凍⾷品もオンラインストアだけでの販売となっておりますが、リピート率が23.7%と⾮常に⾼い数字となっております。将来的に
は、冷凍⾷品のサブスクモデルというものも検討していきたいと考えております。これは、⽇清⾷品としても新しい販売ルートの開
拓につながり、新たな収益貢献へとつながってくるものと考えております。

30



完全メシブランドの更なる⾶躍に向け、当社のテクノロジーを拡⼤していきたいと考えております。上段は、B to Cのモデルになり
ますが、B to Cでは、完全メシシリーズと冷凍の完全メシの展開になります。

下段は、B to B to Cのモデルになります。現在、話を進めているところですが、今年の夏、秋ぐらいからスーパーやコンビニで販
売するおにぎりやお弁当といった商品が、完全メシブランドで発売できないかと取り組んでいるところです。完全メシのあんぱんが
ありますが、これは昨年、⽊村屋總本店様とのコラボで発売したものです。⾮常に好調な売れ⾏きで、⽊村屋様の定番の商品
を上回る販売数量になっていると伺っております。お菓⼦の完全メシ化についても、現在進めております。

健康経営に関しては、社員⾷堂や⾃動販売機の取り組みがあります。写真は楽天の社員⾷堂を掲載させていただいています
が、社員⾷堂に完全メシのメニューを導⼊したいというオファーが来ております。新しい取り組みなので、まだ準備に時間がかかっ
ていますが、少しずつ拡充していきたいと考えています。もう少し早く展開できそうなのが、⾃動販売機での完全メシの販売です
。社員⾷堂を持っていない中⼩企業からのオファーが多く、こうした取り組みもどんどん展開していこうと考えております。

B to B to Cのビジネスモデルは、⽇清⾷品にとって新しい販路の開拓にもなりますので、これまで以上の新しい売り上げへつな
げていきたいと考えております。
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22年度は、完全メシブランドが30億円の売り上げを達成しました。23年度は、まだB to Cのパッケージフードが中⼼となります
が、60億円を⽬標にしていきたいと思っています。24年度は、100億円ブランドへうまく急成⻑させていきたいと考えており、現
在、準備を進めています。

私から新規事業の進捗についてのご報告は以上になります。
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